
別記様式第２号 別添２ 記載例・注意事項

【1】 【2】

【4】＜注意事項【1】＞
「取組区分」と「経費区分」は、取組A同士、取組B同士の
組合せを選択ください。
※どの経費区分を選択すべきかは、実施規程の別表２を
確認のうえご判断ください。

＜注意事項【2】＞
経費は「一式」等でまとめて書かずに、見積書に記載の
単価・数量で記載ください。
また、見積書上の経費との紐付けが分かる粒度で、
メーカー・型式等を含めて記載ください。

＜注意事項【3】＞
全ての経費（旅費を除く）は、見積書の提出が必要です。
また、
・税抜50万円以上の見積書
・謝金（取組A）、専門家経費（取組B）
・中古の設備（※）

は、複数者の相見積もりが必要です。
※中古の設備については３者以上必要です。

＜注意事項【4】＞
「別記様式第２号 別添２」下部の合計金額を基に、
「別記様式第２号 別添１」の総括表を記載ください。
※両者の数字が一致するように記載ください。
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＜別記様式第２号 別添１＞



別記様式第２号 別添３ 記載例・注意事項

＜注意事項【1】＞
対象原材料ごとに行を分けて記載ください。また、取組A・Bにまたがる原材料は、AとBで行を分けずに合算値で記載ください。

＜注意事項【2】＞
【2’】に事業実施後の○ヶ月分の使用想定量を記載いただき、【2】には、その量を「含む」年間（12ヶ月分）の想定量を記載ください。
例）令和8年度に年間70トン使用する想定で、そのうち20トンは事業実施後の2ヶ月間で使用する想定の場合

正しい書き方 ⇒ 【2】：70トン、 【2’】：20トン
誤った書き方 ⇒ 【2】：50トン、 【2’】：20トン

＜注意事項【3】＞
令和8年度～令和11年度にかけて、「④自社調達量のうち、産地連携によるもの」の「原材料の使用量」が毎年増加する計画を策定
ください。（将来的にも安定した国産原料の使用を目的とした取組であることが求められるためです。）

＜注意事項【4】＞
令和11年度時点での成果目標（調達量の増加率）が、令和8年度比（※）で+10%（110%）以上となるような計画を策定ください。
複数原材料を対象とする場合は、全ての原材料がそれぞれ+10%以上となる計画を策定ください。
※令和7年度比ではありませんので、ご注意ください。

＜注意事項【5】＞
以下のURLより、対象原材料の「量の単位」をご確認いただき、該当する単位を選択ください。
「別記様式第２号 別添１・別添３」に記載いただく実績・目標等の数値は、全てその単位に統一ください。

輸出統計品目表（2026年1月版） : 税関 Japan Customs
https://www.customs.go.jp/yusyutu/2026_01_01/index.htm
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「別記様式第２号 別添３」に記載いただいた使用量・割合等を、「別記様式第２号 別添１」の
・「２ 実施方法」の「産地と連携した国産原材料調達計画（産地連携計画）」
・「６ 事業の成果目標（達成すべき成果）」の定量的目標

に記載し、別添１と別添３の数値が整合するようにしてください。
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